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金
属
労
協
は
、
2
0
1
8
年
闘
争
で
「
強
固
な
日
本

経
済
の
構
築
に
向
け
た
生
産
性
三
原
則
の
実
践
に
よ
る

人
へ
の
投
資
」
実
現
の
方
針
を
掲
げ
取
り
組
ん
だ
。
ま

た
、
国
レ
ベ
ル
で
も
生
産
性
向
上
国
民
運
動
推
進
協
議

会
が
開
催
さ
れ
る
な
ど
、
再
び
「
生
産
性
運
動
」
が
注

目
さ
れ
て
い
る
。

今
号
で
は
、
そ
も
そ
も
「
生
産
性
向
上
」
と
は
何
か
？
、

付
加
価
値
生
産
性
、
物
的
生
産
性
、
マ
ク
ロ
ベ
ー
ス
の

生
産
性
と
企
業
ベ
ー
ス
の
生
産
性
、「
生
産
性
運
動
三

原
則
」
に
つ
い
て
解
説
す
る
と
と
も
に
、
海
外
で
の
生

産
性
運
動
の
状
況
も
交
え
、「
生
産
性
運
動
と
労
働
組

合
」
に
つ
い
て
考
察
す
る
。

改
め
て
考
え
る
、

生
産
性
運
動
と
労
働
組
合

特 集
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1

協
調
を
重
要
な
基
盤
に
お
い
て
、
わ
が
国
の

戦
後
復
興
と
高
度
成
長
を
支
え
る
運
動
が

展
開
さ
れ
た
。

　

と
く
に
1
9
9
0
年
代
に
は
、
モ
ノ
作
り

の
国
と
し
て
の
わ
が
国
の
製
造
業
の
生
産
性

の
高
さ
に
は
目
を
見
張
る
も
の
が
あ
り
、
J 

P
C
調
査
で
は
、
基
礎
デ
ー
タ
の
変
更
や

為
替
レ
ー
ト
換
算
の
関
係
で
確
定
的
で
は

な
い
が
、
O
E
C
D
加
盟
国
中
、
ト
ッ
プ

ク
ラ
ス
に
あ
っ
た
。
し
か
し
、
21
世
紀
に
入

り
、日
本
の
労
働
生
産
性
の
順
位
は
低
迷
し
、

製
造
業
で
も
途
中
10
傑
か
ら
外
れ
、
2
 
0
 

1
5
年
に
は
14
位
と
な
っ
て
い
る
。さ
ら
に
、

全
産
業
の
生
産
性
は
も
と
も
と
高
く
な
く
、

J
P
C
の
2
0
1
6
年
調
査（
J
P
C『
労

働
生
産
性
の
国
際
比
較
』
2
0
1
7
年
版
）

で
は
、
O
E
C
D
加
盟
35
カ
国
中
、
就
労

者
1
人
当
た
り
生
産
性
で
は
21
位
、
労
働

時
間
当
た
り
生
産
性
で
は
20
位
に
留
ま
っ

て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
下
、
わ
が
国
に
お
い
て

は
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
新
第
3
の
矢
の
一
環
と

し
て
、「
生
産
性
革
命
」が
提
唱
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
用
語
は
、
2
0
1
5
年
の
「
日
本
再
興 

戦
略 

改
訂
2
0
1
5
―
未
来
へ
の
投
資
・

生
産
性
運
動
三
原
則
の
再
認
識

～
改
め
て
生
産
性
を
考
え
る
～

梶
浦 

昭
友

関
西
学
院
大
学 

商
学
部
教
授

1
は
じ
め
に

わ
が
国
に
お
け
る

生
産
性
思
考
の
リ
バ
イ
バ
ル

　

生
産
性
は
古
く
て
新
し
い
側
面
を
有
し
て

い
る
。
第
2
次
世
界
大
戦
で
荒
廃
し
た
ヨ
ー

ロ
ッ
パ
に
お
い
て
、
生
産
性
の
向
上
を
通
じ

た
経
済
的
な
復
興
を
図
る
べ
く
、
1
9
5
1

年
に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
生
産
性
本
部
が
設
立
さ

れ
、
こ
の
組
織
は
後
に
O
E
C
D
の
礎
の

一
つ
に
も
な
っ
た
。
わ
が
国
に
お
い
て
も
、

戦
後
の
経
済
的
復
興
に
つ
い
て
は
生
産
性
の

向
上
が
基
盤
条
件
で
あ
る
こ
と
が
認
識
さ

れ
、
1
9
5
5
年
3
月
に
、
生
産
性
向
上

を
支
援
す
る
組
織
と
し
て
日
本
生
産
性
本

部
（
以
下
、
J
P
C
）
が
設
立
さ
れ
、
そ
の

後
、
地
域
ご
と
に
も
生
産
性
本
部
が
開
設
さ

れ
て
い
っ
た
。
と
こ
ろ
が
、
当
初
は
生
産
性

の
向
上
と
い
う
思
考
が
、
労
働
強
化
や
雇
用

の
削
減
と
い
う
負
の
要
素
に
結
び
つ
き
か
ね

な
い
と
い
う
危
惧
が
労
働
側
に
あ
っ
て
、
活

動
自
体
へ
の
参
画
が
危
ぶ
ま
れ
た
。
そ
の
た

め
、
生
産
性
運
動
の
三
原
則
と
し
て
、
①
雇

用
の
維
持
・
拡
大
、
②
労
使
の
協
力
と
協
議
、

③
成
果
の
公
正
な
分
配 

を
設
定
し
、
労
使

生
産
性
革
命
―
」
で
明
示
的
に
表
明
さ
れ
、

生
産
性
を
高
め
る
鍵
と
し
て
、
設
備
、
技
術
、

人
材
へ
の
投
資
が
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。
こ
の

動
き
は
、
日
本
の
独
自
性
と
い
う
よ
り
は
、

2
0
1
6
年
の
「
日
本
再
興
戦
略
2

 
0
 
1
 

6
―
第
4
次
産
業
革
命
に
向
け
て
―
」
で

題
さ
れ
た
よ
う
に
、
ド
イ
ツ
や
ア
メ
リ
カ
、

あ
る
い
は
世
界
賢
人
会
議
（
ダ
ボ
ス
会
議
）

の
動
向
を
も
受
け
た
第
４
次
産
業
革
命
と
い

う
思
考
へ
の
対
応
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

こ
の
流
れ
は
、
2
0
1
7
年
の
「
未
来
投
資

戦
略
2
0
1
7
―
S
o
c
i
e
t
y 

5
・0
の

実
現
に
向
け
た
改
革
―
」
に
続
い
て
い
る
。

　

こ
の
こ
と
に
加
え
て
、
2
0
1
7
年
3
月

に
「
働
き
方
改
革
実
行
計
画
」
が
決
定
さ
れ

た
。
い
わ
ば
に
わ
か
に
巻
き
起
こ
っ
た
「
働

き
方
改
革
」
思
考
の
高
ま
り
も
、
生
産
性

の
検
討
に
少
な
か
ら
ぬ
影
響
を
与
え
つ
つ
あ

る
。
少
子
高
齢
化
の
進
行
や
労
働
力
不
足

の
予
測
を
背
景
と
し
て
、
生
産
性
向
上
を

一
つ
の
課
題
に
含
め
た
流
れ
と
し
て
、
働
き

方
改
革
が
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。

　

と
こ
ろ
が
、
最
近
の
生
産
性
革
命
の
提

唱
や
働
き
方
改
革
と
生
産
性
向
上
の
連
接

で
は
、
生
産
性
の
向
上
の
背
景
に
あ
っ
た
生

産
性
運
動
と
は
つ
な
が
り
が
な
い
状
況
で
、

や
や
唐
突
に
生
産
性
向
上
と
い
う
言
葉
が

出
現
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
日
本
再
興
戦

略
で
は
「
稼
ぐ
力
」
の
強
化
を
標
榜
し
て

い
る
が
、
稼
ぐ
こ
と
は
利
益
を
あ
げ
る
こ
と

と
同
義
に
考
え
ら
れ
る
こ
と
も
多
く
、
生

産
性
と
の
関
連
等
に
つ
い
て
は
、
曖
昧
な

部
分
も
多
い
。
近
年
に
及
ぶ
生
産
性
の
低

迷
状
態
は
研
究
調
査
上
で
は
認
識
さ
れ
て

い
た
も
の
の
、
戦
後
復
興
期
か
ら
高
度
成

長
期
の
よ
う
な
生
産
性
運
動
は
沈
静
化
し
、

生
産
性
と
い
う
言
葉
が
表
だ
っ
て
使
わ
れ

る
こ
と
自
体
も
少
な
か
っ
た
よ
う
に
思
わ

れ
る
。
そ
の
中
で
生
産
性
思
考
が
リ
バ
イ

バ
ル
し
て
き
た
わ
け
で
は
あ
る
が
、
生
産

性
革
命
と
い
う
よ
う
な
言
葉
の
ひ
と
り
歩

き
と
思
わ
れ
る
表
現
も
存
在
す
る
。
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そ
こ
で
本
稿
で
は
、
必
ず
し
も
正
確
に
は

理
解
さ
れ
て
い
な
い
生
産
性
の
意
味
内
容
に

つ
い
て
、
基
盤
と
な
る
概
念
や
計
算
構
造
な

ら
び
に
基
本
的
な
分
析
指
標
を
整
理
し
た
上

で
、経
済
的
発
展
を
意
図
し
て
労
使
学
の
連

携
で
進
め
ら
れ
た
生
産
性
運
動
を
支
え
た

三
つ
の
原
則
に
つ
い
て
、
現
代
的
な
視
点
で

検
討
し
、
課
題
を
探
る
こ
と
に
し
た
い
。

2
生
産
性
を
め
ぐ
る
諸
概
念

　

前
述
の
通
り
、
生
産
性
と
い
う
用
語
は

日
常
的
に
使
わ
れ
て
い
る
が
、
必
ず
し
も
意

味
が
明
確
に
理
解
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な

い
。
生
産
性
運
動
の
三
原
則
を
検
討
す
る
た

め
に
は
、
生
産
性
の
概
念
や
用
い
ら
れ
る
指

標
に
つ
い
て
の
理
解
が
不
可
欠
で
あ
る
。
そ

こ
で
、
生
産
性
を
め
ぐ
る
基
本
的
な
事
項
に

つ
い
て
、
少
し
綿
密
に
見
て
お
こ
う
。

⑴
生
産
性
の
概
念

　

生
産
性
の
定
義
自
体
は
簡
潔
で
あ
り
、

次
の
式
で
表
現
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

生
産
性
と
は
、
定
義
上

は
投
入
（
量
）に
対
す
る

産
出（
量
）
の
比
で
表
現

さ
れ
る
値
で
あ
る
。
こ
の

値
が
単
年
度
で
大
き
け
れ

ば
生
産
性
が
高
い
、
期
間

推
移
で
大
き
く
な
れ
ば
生

産
性
が
向
上
し
た
と
い
う

こ
と
に
な
る
。

　

と
こ
ろ
が
、定
義
上
の
概
念
は
明
確
で
も
、

生
産
性
は
数
式
で
表
現
さ
れ
る
か
ら
、
生
産

性
を
数
値
と
し
て
測
定
し
、
指
標
化
す
る

た
め
に
は
、分
母
（
投
入
）
と
分
子
（
産
出
）

に
つ
い
て
数
量
化
し
た
値
を
入
手
し
て
、
計

算
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
計
算
自

体
は
む
ず
か
し
く
な
い
が
、
何
を
投
入
と
す

る
か
、
そ
の
数
量
的
表
現
は
ど
の
よ
う
に
な

る
か
が
必
ず
し
も
明
確
で
は
な
い
。
こ
の
こ

と
は
産
出
に
つ
い
て
も
同
様
で
あ
る
。

⑵
投
入
の
要
素
と
し
て
の

　 

労
働
力
と
資
本

　

ま
ず
、投
入
に
つ
い
て
整
理
し
て
お
こ
う
。

個
別
企
業
レ
ベ
ル
で
の
代
表
的
な
投
入
要

素
は
、
財
と
し
て
の
自
然
資
源
、
労
働
力
お

よ
び
資
本
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
モ
ノ
・
ヒ
ト
・

カ
ネ
で
あ
る
。
こ
の
う
ち
自
然
資
源
に
つ

い
て
は
、
次
の
生
産
性
関
連
指
標
が
あ
る
。

い
わ
ゆ
る
「
歩
留
ま
り
」
で
あ
る
。

　

有
限
資
源
の
リ
サ
イ

ク
ル
を
も
含
め
て
、
最

小
限
の
原
材
料
等
で
ロ

ス
の
な
い
産
出
物
を
生

成
し
て
、
資
源
生
産
性

の
向
上
を
図
る
観
点
は

従
来
の
指
標
が
乏
し
い

重
要
な
課
題
で
は
あ
る
。

と
こ
ろ
が
、
歩
留
ま
り

の
式
の
分
子
で
あ
る
産

出
物
に
具
現
化
し
た
原

材
料
等
は
産
出
物
の
一
部
で
し
か
な
い
し
、

一
つ
の
原
材
料
の
投
入
で
製
品
を
製
造
す
る

事
例
は
多
く
な
い
の
で
、
全
体
的
な
生
産
性

の
検
討
に
は
な
じ
み
に
く
い
。

　

し
た
が
っ
て
、
個
別
企
業
レ
ベ
ル
で
の
立

論
は
、
三
つ
の
投
入
要
素
の
う
ち
、
ヒ
ト
と

カ
ネ
、つ
ま
り
労
働
力
と
資
本
が
中
心
と
な

る
。
た
だ
し
、
こ
れ
ら
も
抽
象
概
念
で
あ
る

か
ら
、一
般
に
労
働
力
の
投
入
量
と
し
て
は
、

就
業
者
数
（
従
業
員
数
）
あ
る
い
は
就
労
時

間
（m

an-hour

）
が
用
い
ら
れ
る
。
ま
た
、

資
本
は
カ
ネ
そ
の
も
の
（
資
本
額
・
資
金
額
）

や
そ
れ
が
投
下
さ
れ
た
設
備
資
本
額
等
、
い

く
つ
か
の
金
額
値
が
用
い
ら
れ
る
。

⑶
産
出
の
要
素
と
し
て
の
付
加
価
値

①
利
益
と
付
加
価
値

　

次
に
、産
出
に
つ
い
て
整
理
し
て
お
こ
う
。

一
般
的
に
は
企
業
成
果
の
典
型
指
標
は
利
益

で
あ
り
、
企
業
目
標
の
基
本
は
投
資
効
率
の

最
大
化
に
よ
る
利
益
の
最
適
化
で
あ
る
。
そ

こ
か
ら
資
本
・
資
金
を

投
下
し
て
成
果
（
利
益
）

を
あ
げ
る
と
い
う
基
本

的
な
企
業
目
標
に
適
合

す
る
評
定
指
標
と
し
て
、

Ｒ
Ｏ
Ａ（
Ｒ
Ｏ
Ｉ
）
や
Ｒ

Ｏ
Ｅ
と
略
記
し
て
表
現

さ
れ
る
資
産
利
益
率
な

い
し
は
資
本
利
益
率
が

企
業
の
投
資
業
績
を
判

定
す
る
指
標
と
し
て
用
い
ら
れ
る
。

　

も
し
利
益
を
産
出
の
１
指
標
と
す
る
と
、

こ
の
指
標
も
生
産
性
指
標
の
一
つ
に
な
り
う

る
。
し
か
し
、
利
益
は
損
益
計
算
書
上
に
は

数
種
類
が
あ
る
が
、
い
ず
れ
も
企
業
の
部
分

成
果
で
あ
り
、
企
業
の
価
値
創
造
活
動
の
成

果
全
体
は
表
さ
な
い
。
従
来
か
ら
、
生
産
性

を
検
討
す
る
際
に
は
、
産
出
に
つ
い
て
は
、

基
本
的
に
付
加
価
値
と
す
る
考
え
が
普
及

し
て
い
る
。

　

と
こ
ろ
が
、
付
加
価
値
と
聞
い
て
、
誰
も

が
そ
の
意
味
を
正
確
に
理
解
し
て
い
る
わ
け

で
は
な
か
ろ
う
。
産
出
の
一
形
態
と
位
置
づ

け
る
こ
と
の
で
き
る
数
値
は
、
簡
便
に
は
生

産
高
や
売
上
高
等
も
存
在
し
て
お
り
、
こ
れ

ら
を
用
い
た
生
産
性
指
標
も
立
論
は
可
能
で

あ
る
。

②
マ
ク
ロ
ベ
ー
ス
の
付
加
価
値

　

そ
れ
で
も
な
お
付
加
価
値
が
用
い
ら
れ
る

の
は
、
国
民
経
済
計
算（
S
N
A
）の
計
算

構
造
と
の
連
接
、
と
く
に
国
内
総
生
産（
G
 

D
P
）と
の
連
接
が
あ
る
。
わ
が
国
の
国
民

経
済
計
算
に
お
け
る
産
出
額
の
構
成
要
素

は
図
表
1
の
と
お
り
で
あ
る
。
国
内
産
出
額

が
総
産
出
に
該
当
し
、
中
間
投
入
を
控
除
し

た
経
済
活
動
別
の
国
内
総
生
産（
G
D
P
）

が
マ
ク
ロ
ベ
ー
ス
あ
る
い
は
国
民
経
済
ベ
ー

ス
で
の
経
済
活
動
の
成
果
を
表
す
付
加
価
値

の
総
計
値
に
該
当
す
る
こ
と
に
な
る
。

　

図
表
１
で
は
、
あ
わ
せ
て
G
D
P
が
国

生産性 (productivity)=
投入 (input)

産出 (output)

歩留まり
（資源生産性）  投入した原材料等

産出物に具現化した原材料等
=

資産利益率ないしは
資本利益率 投下資本額

利益額
=
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内
要
素
所
得
（
雇
用
者
報
酬
と
営
業
余
剰
）、

純
間
接
税
、
固
定
資
本
減
耗
で
構
成
さ
れ
る

こ
と
も
分
か
る
。

生
産
性
本
部
（
現
・
日
本
生
産
性
本
部
）生

産
性
研
究
所
『
付
加
価
値
分
析
―
生
産
性
の

測
定
と
分
配
に
関
す
る
統
計
』（
1
9
9
6
）、

iiii

ペ
ー
ジ
。）
と
し
て
、
付
加
価
値
を
ミ
ク

ロ
と
マ
ク
ロ
を
結
節
す
る
経
営
成
果
と
位
置

づ
け
て
い
る

　

前
述
の
図
表
1
と
対
置
し
て
、
最
も
シ
ン

プ
ル
な
構
成
要
素
で
ミ
ク
ロ
ベ
ー
ス
の
企
業

レ
ベ
ル
で
の
付
加
価
値
の
集
計
構
造
を
示
す

と
、
図
表
2
の
よ
う
に
要
約
で
き
る
。

④
付
加
価
値
の
計
算
方
法

　

図
表
1
と
図
表
２
か
ら
、
付
加
価
値
の
基

本
的
な
計
算
方
法
を
見
て
お
こ
う
。
計
算
方

法
に
は
控
除
法
と
加
算
法
の
二
つ
が
あ
る
。

　

控
除
法
の
計
算
式
は
以
下（
A
）の
通
り

で
あ
る
。

　

こ
こ
で
、
中
間
投
入
額
あ
る
い
は
前
給
付

原
価
は
、各
経
済
活
動
体
あ
る
い
は
企
業
が

外
部
か
ら
受
け
入

れ
た
財
・
サ
ー
ビ
ス

を
い
う
。し
た
が
っ

て
、G
D
P
あ
る
い

は
付
加
価
値
が
、

当
該
活
動
体
が
新

た
に
創
造
し
た
価

値
と
い
う
こ
と
に

な
る
。
控
除
法
は
、

新
た
な
付
加
価
値

の
生
産
・
創
造
面

を
重
視
し
た
、
本

来
の
付
加
価
値
の
定
義
式
で
あ
る
。

　

も
う
一
つ
の
加
算
法
は
付
加
価
値
を
構
成

す
る
要
素
を
集
計
す
る
方
法
で
あ
り
、
計

算
式
は
以
下（
B
）の
通
り
で
あ
る
。

　

こ
こ
で
の
ミ
ク
ロ
の
式
は
、
J
P
C
の
純

付
加
価
値
を
基
礎
と
し
た
最
も
シ
ン
プ
ル
な

構
成
で
記
述
し
た
の
で
、
主
要
要
素
は
、
計

上
額
は
人
件
費
に
等
し
い
が
、
コ
ス
ト
と
い

う
視
点
で
は
な
く
従
業
員
が
受
け
取
っ
た
労

働
収
益
と
、
資
本
収
益
と
し
て
の
営
業
利
益

の
二
つ
で
あ
る
。
別
に
、
入
手
し
や
す
い
財

務
省
財
務
総
合
政
策
研
究
所
の
法
人
企
業

統
計
で
は
、少
し
項
目
を
加
え
て
、（
C
）
の

加
算
法
で
付
加
価
値
額
を
集
計
し
て
い
る
。

図表 1　SNA関連指標の構成要素

図表 2　企業レベルでの付加価値の集計構造

③
ミ
ク
ロ
ベ
ー
ス
の
付
加
価
値

　

こ
の
よ
う
な
マ
ク
ロ
ベ
ー
ス
の
成
果
の
総

計
値
の
考
え
方
と
軌
を
一
に
す
る
の
が
、
ミ

ク
ロ
ベ
ー
ス
の
企
業
レ
ベ
ル
で
の
付
加
価
値

で
あ
り
、
J
P
C
は
、「
個
々
の
企
業
に
お

い
て
経
営
成
果
す
な
わ
ち
付
加
価
値
が
ど
れ

ほ
ど
生
産
さ
れ
、
そ
れ
が
い
か
に
分
配
さ
れ

て
い
る
か
、
ま
た
国
民
経
済
に
お
い
て
新
た

な
価
値
が
ど
れ
ほ
ど
生
産
さ
れ
、
そ
れ
が
い

か
に
分
配
さ
れ
て
い
る
か
を
測
定
し
分
析
す

る
こ
と
は
、
生
産
性
の
向
上
な
ら
び
に
国
民

所
得
の
増
進
と
そ
の
公
正
な
分
配
、
す
な
わ

ち
経
済
政
策
の
樹
立
の
た
め
に
不
可
欠
の
資

料
を
提
供
す
る
も
の
で
あ
る
。」（
社
会
経
済

（マクロ）
国内総生産（GDP）＝国内産出額－中間投入額

（ミクロ）
付加価値＝生産高（売上高）－前給付原価

（マクロ）
国内総生産＝雇用者報酬＋営業余剰＋純間接税＋固定資本減耗
国内純生産＝雇用者報酬＋営業余剰＋純間接税

（ミクロ）
粗付加価値＝労働収益＋営業利益＋減価償却費
純付加価値＝労働収益＋営業利益（JPCの基本等式から作成）

付加価値額＝
営業純益（営業利益－支払利息等）
＋役員給与＋役員賞与＋従業員給与＋従業員賞与＋福利厚生費
＋支払利息等＋動産・不動産貸借料＋租税公課

国内産出額

経済活動別の国内総生産

国内要素所得

雇用者報酬 営業余剰

中間投入額

純
間
接
税

固
定
資
本

減
耗

国内産出額

国内総生産
（GDP）

出典：内閣府：SNA関連指標の概念の関係（SNAの見方）から筆者抜粋
http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/seibi/kouhou/93kiso/93snapamph/chapter1.html　
（2018年 7月20日に参照）

出典：筆者作成

生産高・売上高

粗付加価値

純付加価値

労働収益 営業利益（資本収益）

前給付原価
減
価
償
却
費

生産高・売上高

付加価値の創造

付加価値の構成・分配

C

B

A
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投
入
資
本
額
は
、
投
下
資

本
総
額
（
資
産
合
計
ま
た

は
負
債
純
資
産
合
計
）、

有
形
固
定
資
産（
設
備
投

資
）
額
の
二
つ
が
代
表
例

で
あ
る
。
設
備
投
資
等
の

資
本
投
資
は
、
人
間
労
働

の
代
替
を
通
じ
て
、
労
働

生
産
性
の
向
上
に
も
寄

与
す
る
が
、
本
稿
で
は
式
の
み
に
留
め
る
。

　

さ
ら
に
、
創
造
し
た
付
加
価
値
の
帰
属
に

関
し
て
、付
加
価
値
分
配
率
の
指
標
が
あ
る
。

帰
属
先
は
労
働
収
益
と
資
本
収
益
そ
の
他

と
い
う
こ
と
に
な
り
、
資
本
分
配
率
は
い
く

つ
か
考
え
ら
れ
る
が
、
以
下
で
は
資
本
分
配

率
の
分
子
を
営
業
利
益
に
限
定
し
て
付
加

価
値
分
配
率
の
式
を
示
し
て
お
こ
う
。

　

こ
れ
ら
の
実
情
に
つ
い
て
は
、
後
述
す
る

生
産
性
運
動
の
第
三
原
則
の
箇
所
で
述
べ

る
こ
と
に
す
る
。

⑥
付
加
価
値
生
産
性
の
分
析

　

付
加
価
値
を
用
い
た

生
産
性
分
析
で
は
、
付

加
価
値
が
産
出
の
数
値

と
な
る
。
以
下
で
は
ミ
ク

ロ
ベ
ー
ス
の
代
表
的
な
算

式
を
示
し
て
お
こ
う
。

　

最
も
基
本
的
な
指
標

は
、
付
加
価
値
率
で
あ

る
。こ
の
率
が
高
い
ほ
ど
、

企
業
の
売
上
高（
≒
生
産
高
）
に
占
め
る
価

値
創
造
力
が
高
い
こ
と
に
な
る
。

　

ま
た
、
わ
が
国
で
生
産
性
と
一
般
に
い
わ

れ
る
こ
と
が
多
い
の
が
、
労
働
生
産
性
で
あ

る
。
分
母
に
2
種
類
が
あ
る
が
、
と
く
に
①

の
従
業
員
一
人
当
た
り
付
加
価
値
額
を
単

に
生
産
性
と
呼
ぶ
こ
と
が
多
い
。

　

あ
わ
せ
て
、
も
う
一
つ
の
投
入
要
素
と
し

て
の
資
本
生
産
性
が
あ
る
。資
本
生
産
性
の

　

項
目
の
数
は
増
え
る
が
、
基
本
的
に
は
労

働
収
益
と
営
業
利
益
（
営
業
純
益
、
支
払
利

息
）が
基
本
と
な
り
、
そ
の
他
（
支
払
利
息

等
、動
産
・
不
動
産
貸
借
料
、
租
税
公
課
）は

別
の
種
類
の
資
本
収
益
と
租
税
と
い
う
構
成

で
あ
り
、
思
考
に
大
き
な
差
は
な
い
。
加
算

法
は
、
創
造
さ
れ
た
付
加
価
値
が
、
ど
の
よ

う
な
当
事
者
に
帰
属
し
て
い
る
か
の
結
果
を

集
計
す
る
も
の
で
あ
り
、
付
加
価
値
の
分
配

面
、
つ
ま
り
労
働
力
の
提
供
者
へ
の
労
働
収

益
、
資
本
の
提
供
者
へ
の
資
本
収
益
、
そ
の

他
（
厚
生
・
社
会
イ
ン
フ
ラ
へ
の
租
税
等
）

を
示
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

⑤
二
つ
の
付
加
価
値

　

マ
ク
ロ
ベ
ー
ス
の
純
間
接
税
を
ミ
ク
ロ
ベ

ー
ス
の
営
業
利
益
に
含
め
て
考
え
る
と
、
前

述
（
B
）
の
通
り
、
付
加
価
値
に
は
、
固
定

資
本
減
耗
や
減
価
償
却
費
と
い
う
、
将
来

の
設
備
資
本
の
更
改
に
備
え
て
計
上
さ
れ
る

留
保
部
分
を
含
め
る
国
内
総
生
産
あ
る
い

は
粗
付
加
価
値
と
、
含
め
な
い
国
内
純
生

産
（
＝
国
内
要
素
所
得
＋
純
間
接
税
）
あ

る
い
は
純
付
加
価
値
の
二
つ
が
あ
る
。
粗
は

G
r
o
s
s
で
あ
り
、
純
は
N
e
t
で
あ
る
。

通
常
、
用
い
ら
れ
る
の
は
マ
ク
ロ
ベ
ー
ス
で

は
G
r
o
s
s
が
多
い
が
、
こ
こ
で
の
ミ
ク

ロ
ベ
ー
ス
で
の
考
察
で
は
、
N
e
t
を
中
心

に
扱
う
こ
と
に
し
た
い
。
議
論
の
本
質
に
影

響
し
な
い
か
ら
で
あ
る
。

3
生
産
性
運
動

　  

三
原
則
の
現
代
的
課
題

　

以
上
ま
で
で
生
産
性
や
付
加
価
値
の
基

本
思
考
を
理
解
し
た
上
で
、
改
め
て
生
産
性

運
動
三
原
則
を
検
討
し
よ
う
。
わ
が
国
に

お
け
る
生
産
性
運
動
を
主
導
し
た
J
P
C

は
、
草
創
期
の
1
9
5
5 

年
５
月
20
日
の
第 

１
回
生
産
性
連
絡
会
議
に
お
い
て｢

生
産
性

向
上
運
動
に
関
す
る
了
解
事
項｣

を
決
定
し

た
。
こ
の
了
解
事
項
が｢

生
産
性
運
動
に
関

す
る
三
原
則｣

（
生
産
性
運
動
三
原
則
） 

で

あ
る
。
生
産
性
運
動
三
原
則
は
、
設
定
か
ら

す
で
に
60
年
あ
ま
り
経
過
し
て
い
る
が
、
1
 

9
7
0
年
の｢

生
産
性
運
動
15
周
年
宣
言
」、

1
9
8
5
年
の｢

生
産
性
運
動
30
周
年
宣

言｣

、
2
0
0
5
年
の
「
生
産
性
運
動
50
周

年
宣
言
」
で
も
記
述
さ
れ
て
お
り
、
生
産
性

運
動
の
基
盤
的
な
要
綱
と
な
っ
て
き
た
。
た

だ
、
そ
れ
以
降
は
、
触
れ
ら
れ
る
こ
と
は
少

な
く
な
っ
て
き
て
い
る
。
こ
の
こ
と
と
わ
が

国
の
生
産
性
順
位
の
低
下
が
関
係
す
る
と
い

う
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
三
原
則
の
役
割
自

体
が
低
下
し
た
り
、
役
割
を
終
え
た
り
し
て

い
る
と
い
え
る
の
で
あ
ろ
う
か
。

　

そ
こ
で
、
改
め
て
三
原
則
の
意
図
し
た
と

こ
ろ
と
、
そ
れ
に
関
連
し
た
生
産
性
の
現
状

と
課
題
を
検
討
し
て
み
よ
う
。
以
下
で
は
、

前
文
を
含
め
て
、
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
記
述

す
る
。
な
お
、
個
々
の
原
則
に
は
番
号
は
あ

る
が
決
ま
っ
た
標
題
は
な
い
。
そ
の
た
め
、

付加価値率=
売上高

付加価値額

（付加価値率）

①労働生産性=
従業員数

付加価値額

②労働生産性=
就業時間 (man-hour)

付加価値額

（労働生産性）

または

資本生産性=
投入資本額

付加価値額
（資本生産性）

労働分配率=
付加価値額

労働収益

資本分配率=
付加価値額

営業利益

（労働分配率）

（資本分配率）
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本
稿
で
は
慣
例
的
に
用
い
ら
れ
て
い
て
、
内

容
を
的
確
に
表
現
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る

標
題
を
用
い
て
い
る
。

（
前
文
）

　

前
文
で
は
、
と
く
に
大
戦
後
の
自
立
す
ら

し
て
い
な
い
荒
廃
し
た
状
況
か
ら
の
経
済
的

復
興
に
お
け
る
国
民
運
動
と
し
て
の
生
産
性

運
動
の
思
想
が
端
的
に
表
現
さ
れ
て
い
る
。

⑴
雇
用
の
維
持
・
拡
大

　

労
働
生
産
性
は
、
他
の
条
件
を
一
定
と
す

る
と
、
次
の
三
つ
で
向
上
す
る
。

　

①
付
加
価
値
の
増
大

　

②
従
業
員
数
の
削
減

　

③
労
働
時
間
の
短
縮

　

本
義
的
に
は
①
付
加
価
値
の
増
大
が
基

盤
と
な
り
最
も
重
要
で
あ
る
が
、
ど
の
よ
う

に
増
大
す
る
か
に
つ
い
て
は
課
題
も
多
い
。

ま
た
、
こ
れ
ら
の
生
産
性
向
上
の
要
件
は
す

べ
て
の
原
則
に
共
通
し
て
い
る
。

　

生
産
性
本
部
の
設
立
当
初
、
労
働
側
が

参
画
を
た
め
ら
っ
た
の
は
、
生
産
性
の
向
上

は
、
①
付
加
価
値
の
増
大
の
方
向
自
体
が

労
働
強
化
に
結
び
つ
く
の
で
は
な
い
か
、
ま

た
と
く
に
生
産
性
運
動
が
②
従
業
員
数
の

削
減
に
結
び
つ
く
の
で
は
な
い
か
と
い
う
危

惧
か
ら
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、
失
業
を
防

止
す
る
こ
と
を
明
文
化
し
、
雇
用
の
増
大

に
も
結
び
つ
く
こ
と
を
唱
え
て
い
た
の
で
あ

る
。
か
つ
、
第
2
原
則
や
第
3
原
則
と
は
異

な
り
、
官
の
関
与
を
明
示
し
て
い
る
。
第
1

原
則
は
生
産
性
本
部
と
い
う
組
織
の
前
提

を
な
し
て
い
た
と
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

製
造
の
現
場
で
は
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
や

ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
に
よ
る
人
間
労
働
の
質
的
な

代
替
が
、
な
が
ら
く
継
続
的
に
進
ん
で
き
て

お
り
、
第
1
原
則
の
い
う
配
置
転
換
を
経
験

し
て
き
て
い
る
。
近
年
で
は
失
業
率
の
低
下

や
雇
用
状
況
の
逼
迫
か
ら
、
実
際
に
は
オ
ー

ト
メ
ー
シ
ョ
ン
や
I
C
T
の
進
展
に
よ
る

従
業
員
数
の
削
減
は
表
立
た
な
い
よ
う
に

な
っ
た
。
そ
れ
に
対
し
て
、
最
近
取
り
上
げ

ら
れ
る
こ
と
が
多
い
の
が
、
働
き
方
改
革
の

題
目
で
着
目
さ
れ
て
い
る
③
労
働
時
間
の

短
縮
で
あ
る
。
わ
が
国
に
お
い
て
は
長
時
間

労
働
の
弊
害
が
指
摘
さ
れ
、
ま
た
、
正
規
・

非
正
規
問
題
も
課
題
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ

て
き
て
い
る
。

　

た
だ
、誤
解
し
な
い
よ
う
に
し
た
い
の
は
、

労
働
時
間
の
短
縮
は
生
産
性
向
上
の
要
件
で

は
な
い
こ
と
で
あ
る
。
と
い
う
の
は
、
労
働

時
間
の
短
縮
が
付
加
価
値
の
減
少
を
も
た
ら

せ
ば
、生
産
性
は
向
上
し
な
い
か
ら
で
あ
る
。

も
ち
ろ
ん
従
業
員
数
の
削
減
も
同
様
で
は
あ

る
。
そ
の
意
味
で
も
付
加
価
値
の
増
大
は

基
本
的
な
要
件
と
な
る
。

　

総
務
省
と
厚
生
労
働
省
デ
ー
タ
か
ら
雇

用
者
数
と
実
労
働
時
間
等
を
抜
粋
す
る
と
、

次
の
図
表
3
の
よ
う
に
な
る
。

　

雇
用
者
数
自
体
は
増
加
し
て
い
る
。
し
た

が
っ
て
、
雇
用
の
維
持
・
拡
大
と
い
う
第
1

原
則
は
、
そ
れ
な
り
に
機
能
し
て
い
る
が
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
比
率
が
相
当
に
増

加
し
て
お
り
、
い
わ
ゆ
る
正
規
社
員
の
割
合

は
減
っ
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
も
と
よ
り
、

正
規
・
非
正
規
の
別
は
自
主
的
な
選
択
に
よ

る
と
こ
ろ
も
あ
り
、
正
規
＝
善
、
非
正
規
＝

悪
と
い
う
意
味
合
い
で
は
な
い
。
た
だ
、
正

規
・
非
正
規
に
つ
い
て
自
主
的
な
選
択
に
よ

ら
な
い
労
働
選
択
上
の
制
限
が
存
在
す
る

と
、
雇
用
選
択
の
方
式
に
関
す
る
適
切
な

措
置
が
、
第
1
原
則
の
新
た
な
課
題
と
な

り
う
る
。

　

ま
た
、
現
実
問
題
と
し
て
話
題
に
な
る
過

重
労
働
を
労
働
時
間
か
ら
見
る
と
、
総
実

労
働
時
間
は
一
見
減
少
し
て
い
る
よ
う
に
見

え
る
。
と
こ
ろ
が
、
こ
の
こ
と
は
実
労
働
時

間
の
短
い
パ
ー
ト
タ
イ
ム
の
割
合
が
増
え
、

全
体
を
押
し
下
げ
て
い
る
結
果
で
あ
っ
て
、

フ
ル
タ
イ
ム
の
一
般
労
働
者
の
実
労
働
時
間

は
減
っ
て
い
な
い
。
2
0
0
0
時
間
は
週
40

時
間
×
年
52
週
と
い
う
制
度
的
な
背
景
か

ら
す
れ
ば
普
通
な
の
か
も
し
れ
な
い
が
、
ワ

 

わ
が
国
経
済
の
自
立
を
達
成
し
、
国
民

の
生
活
水
準
を
高
め
る
た
め
に
は
、
産

業
の
生
産
性
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
が
喫

緊
の
要
務
で
あ
る
。

  

か
か
る
見
地
か
ら
企
図
さ
れ
る
生
産

性
向
上
運
動
は
、
全
国
民
の
深
い
理
解

と
支
持
の
も
と
に
、
国
民
運
動
と
し
て

展
開
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
よ
っ
て
、

こ
の
運
動
の
基
本
的
な
考
え
方
を
次
の

と
お
り
了
解
す
る
。

１
．
生
産
性
の
向
上
は
、
究
極
に
お
い

て
雇
用
を
増
大
す
る
も
の
で
あ
る
が
、

過
渡
的
な
過
剰
人
員
に
対
し
て
は
、
国

民
経
済
的
観
点
に
立
っ
て
能
う
限
り
配

置
転
換
そ
の
他
に
よ
り
、
失
業
を
防
止

す
る
よ
う
官
民
協
力
し
て
適
切
な
措
置

を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

2000年 2005年 2010年 2015年 2016年

雇用者数（万人） 5,245 5,268 5,300 5,442 5,527

総実労働時間 1,853 1,802 1,754 1,734 1,724

一般労働者（時間） 2,026 2.028 2,009 2,026 2,024

パートタイム労働者（時間） 1,168 1,140 1,096 1,068 1,050

パートタイム労働者比率 20.3% 25.3% 27.8% 30.5% 30.7%

図表 3  雇用者数と労働時間

出典：雇用者数は総務省「労働力調査」、総実労働時間等（事業所規模5人以上）は厚生労働省「毎月勤労統計調 
査」から筆者抜粋
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そ
れ
で
も
、
第
２
原
則
は
わ
が
国
の
戦
後

経
済
の
進
展
に
実
効
性
が
高
い
原
則
で
あ
っ

た
と
い
え
る
。
労
使
協
力
・
協
調
は
円
滑
な

企
業
運
営
の
要
諦
で
あ
り
、
そ
の
た
め
に

は
効
果
的
な
協
議
の
場
と
機
会
の
存
在
が

不
可
欠
で
あ
る
。
図
表
4
に
示
す
よ
う
に
、

近
年
で
も
団
体
交
渉
か
ら
労
使
協
議
機
関

へ
の
重
点
の
移
行
が
見
ら
れ
る
点
か
ら
は
、

第
２
原
則
が
現
在
に
お
い
て
も
機
能
を
深

化
し
て
い
る
方
向
が
う
か
が
え
る
。

　

第
２
原
則
の
要
件
は
、
各
企
業
の
実
情
に

即
す
る
こ
と
で
あ
る
。
と
こ
ろ
が
、
不
思
議

な
こ
と
も
あ
る
。
わ
が
国
で
は
政
府
が
3
％

の
賃
上
げ
を
首
唱
す
る
と
い
う
事
態
を
招
い

て
い
る
。
企
業
は
国
営
化
し
て
い
る
の
で
あ

ろ
う
か
。
ま
た
、
当
た
り
前
の
こ
と
で
あ
る

が
、
協
力
と
協
議
の
た
め
に
は
、
当
事
者
と

し
て
の
労
使
の
存
在
が
前
提
と
な
る
。
わ
が

国
に
お
い
て
、
と
く
に
大
企
業
に
お
け
る
ユ

ニ
オ
ン
・
シ
ョ
ッ
プ
制
度
が
組
合
組
織
化
の

基
礎
を
な
し
た
と
考
え
ら
れ
る
。と
こ
ろ
が
、

わ
が
国
に
お
け
る
組
織
率
は
低
下
し
て
い

る
。
厚
生
労
働
省
「
平
成
29
年
労
働
組
合

基
礎
調
査
の
概
況　

附
表
１ 

労
働
組
合
種

類
別
労
働
組
合
数
、
労
働
組
合
員
数
及
び

推
定
組
織
率
の
推
移
（
各
年
６
月
30
日
現

在
）」
に
よ
れ
ば
、
推
定
組
織
率
は
単
一
労

働
組
合
の
調
査
が
始
ま
っ
た
1
9
5
3
年

以
降
で
は
、
同
年
の
36・3
%
を
ピ
ー
ク
に
、

34
・
4
%
の
1
9
7
5
年
以
降
、
低
下
し

続
け
、
2
0
1
7
年
に
は
17
・
1
%
に
な
っ

て
い
る
。

　

職
制
の
多
様
化
等
、
要
因
は
あ
ろ
う
し
、

労
働
組
合
だ
け
が
労
働
側
の
代
表
機
関
で

は
な
い
の
か
も
し
れ
な
い
が
、
各
企
業
の
実

情
に
即
し
た
継
続
的
な
労
使
協
議
と
協
力

ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
改
善
で
生
活

の
質
を
高
め
る
こ
と
は
重
要
な
課
題
で
あ

ろ
う
。

　

ま
た
、
ご
く
近
い
将
来
に
急
速
に
進
展
す

る
と
予
想
さ
れ
る
、
A
I
や
R
P
A
な
ど

の
導
入
に
よ
る
雇
用
の
偏
在
や
ミ
ス
マ
ッ
チ

に
関
し
て
は
、
仕
事
が
消
え
る
と
話
題
に
な

っ
た
り
も
す
る
。
た
だ
、
こ
れ
ら
の
進
展
は

必
然
的
で
あ
り
、
抗
え
ば
国
民
経
済
的
な
利

益
を
失
う
可
能
性
が
あ
る
。
失
業
と
い
う
観

点
で
は
な
く
、
付
加
価
値
創
造
業
務
に
配

置
転
換
し
、
生
産
性
の
向
上
に
結
び
つ
け
る

方
策
を
躊
躇
な
く
進
め
る
こ
と
も
、
第
1

原
則
の
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

⑵
労
使
の
協
力
と
協
議

　

大
戦
後
の
復
興
期
か
ら
成
長
期
に
か
け

て
、
例
え
ば
ス
ト
ラ
イ
キ
と
い
う
形
で
労
働

争
議
が
勃
発
し
、
労
働
側
の
正
当
な
権
利
の

行
使
が
結
果
と
し
て
経
済
活
動
に
停
滞
を

も
た
ら
す
と
い
う
隘
路
を
経
験
し
た
。た
だ
、

第
2
原
則
は
こ
れ
ら
の
経
験
以
前
に
設
定
さ

れ
た
も
の
で
あ
り
、
基
本
的
に
は
こ
の
原
則

も
、
労
働
側
に
対
す
る
生
産
性
運
動
へ
の
理

解
を
求
め
る
も
の
で
あ
っ
た
と
見
る
こ
と

が
で
き
る
。

に
よ
っ
て
各
種
の
方
策
を
探
る
こ
と
は
、
企

業
経
済
の
存
立
の
基
礎
条
件
で
あ
り
、
生

産
性
向
上
に
不
可
欠
で
あ
る
と
い
え
る
。
そ

の
意
味
で
も
第
２
原
則
は
、
現
在
で
も
色
あ

せ
て
い
な
い
、維
持
す
べ
き
重
要
原
則
で
あ

る
。

⑶
成
果
の
公
正
な
分
配

　

第
３
原
則
は
、
生
産
性
向
上
を
前
提
と

し
て
、
そ
の
成
果
の
分
配
の
方
向
性
を
示

す
も
の
で
あ
る
。
成
果
は
多
様
性
が
あ
る

が
、
こ
こ
で
は
付
加
価
値
に
限
定
し
て
述

べ
る
。
前
に
J
P
C
に
関
連
す
る
式
と
し

て
、［
純
付
加
価
値
＝
労
働
収
益
＋
営
業
利

益
］を
挙
げ
た
が
、J
P
C
は
、実
際
に
は

こ
の
式
の
前
提
と
し
て
次
の
式
を
置
い
て

い
た
。

　

既
述
の
と
お
り
、
J
P
C
は
、
発
足
す

る
に
あ
た
っ
て
、
生
産
性
の

向
上
が
労
働
者
へ
の
し
わ
寄

せ
に
よ
っ
て
解
決
さ
れ
る
の

で
は
な
い
か
と
い
う
危
惧
か

ら
、
当
初
は
労
働
側
の
協

力
を
得
ら
れ
な
か
っ
た
。
こ

の
式
か
ら
は
、
付
加
価
値

は
ま
ず
労
働
収
益
に
分
配

図表 4  労使間の諸問題を解決するために今後最も重視する手段別割合（本部組合及び単位労働組合）

２
．
生
産
性
向
上
の
た
め
の
具
体
的
な

方
式
に
つ
い
て
は
、
各
企
業
の
実
情
に

即
し
、
労
使
が
協
力
し
て
こ
れ
を
研
究

し
，
協
議
す
る
も
の
と
す
る
。

0 20 40 100（％）8060

労使協議機関　56.3 団体交渉　38.1

その他 2.8
苦情処理機関 1.3

争議行為 0.4
不明 1.1

平成29年
 調査

51.4 41.6

3.7

0.6
1.7

0.9

出典：厚生労働省「平成29年労使間の交渉等に関する実態調査 結果の概況」の「6 今後における労使間の諸問題の解決手段」から転載

３
．生
産
性
向
上
の
諸
成
果
は
、経
営
者
、

労
働
者
お
よ
び
消
費
者
に
、
国
民
経
済

の
実
情
に
応
じ
て
公
正
に
分
配
さ
れ
る

も
の
と
す
る
。

営業利益＝付加価値－労働収益

平成24年
 調査
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特 集 改めて考える、生産性運動と労働組合

さ
れ
、
残
余
が
営
業
利
益
で
あ
る
と
い
う
思

想
が
読
み
取
れ
る
。
第
３
原
則
そ
れ
自
体

が
明
示
し
た
当
事
者
は
、
経
営
者
，
労
働

者
お
よ
び
消
費
者
の
三
者
で
あ
る
。
こ
の
う

ち
消
費
者
は
、
生
活
者
と
し
て
の
国
民
全

体
を
指
し
、
近
年
で
は
幅
広
い
ス
テ
ー
ク
ホ

ル
ダ
ー
と
し
て
多
様
な
性
格
を
帯
び
て
き
て

い
る
が
、
生
産
性
運
動
の
基
本
主
体
は
経
営

者
と
労
働
者
、
つ
ま
り
労
使
で
あ
る
。

　

い
ま
財
務
省
法
人
企
業
統
計
調
査
か
ら

全
産
業
の
集
計
値
に
つ
い
て
、8
ペ
ー
ジ
の

⑥
で
述
べ
た
付
加
価
値
生
産
性
の
分
析
指

標
を
ま
と
め
る
と
図
表
5
の
よ
う
に
な
る
。

　

2
0
0
8
年
に
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
が
あ

っ
た
の
で
、
そ
の
影
響
か
ら
復
帰
し
た
と
思

わ
れ
る
2
0
1
0
年
度
か
ら
、
調
査
上
で
は

最
も
新
し
い
2
0
1
6
年
度
ま
で
を
見
る

と
、
大
中
小
の
全
産
業
の
集
計
値
の
た
め
労

働
生
産
性
は
全
般
的
に
や
や
少
な
め
の
数
値

に
な
る
も
の
の
、
付
加
価
値
率
と
付
加
価
値

総
額
と
あ
わ
せ
て
近
年
は
増
加
し
て
い
る
。

と
こ
ろ
が
労
働
分
配
率
（
給
与
・
賞
与
と
し

て
の
役
員
人
件
費
を
含
む
）
は
下
げ
止
ま
っ

た
も
の
の
減
少
傾
向
に
あ
る
。
こ
れ
に
対
し

て
資
本
分
配
率
は
増
加
し
て
い
る
。
こ
れ
が

付
加
価
値
を
め
ぐ
る
国
民
経
済
の
実
情
で

あ
る
。
た
だ
、
こ
の
こ
と
を
も
っ
て
公
正
な

分
配
が
な
さ
れ
て
い
な
い
と
い
え
る
か
ど

う
か
は
判
断
が
分
か
れ
る
で
あ
ろ
う
。
こ

こ
で
は
事
実
だ
け
を
示
し
て
お
き
た
い
。

4
生
産
性
運
動
の
む
ず
か
し
さ

　

や
や
私
見
が
入
る
が
、
よ
く
次
の
よ
う
な

話
を
聞
く
。
日
本
で
は
人
件
費
は
硬
直
的

で
あ
り
、
業
績
の
変
動
に
連
動
し
な
い
固
定

費
に
当
た
る
。
ま
た
雇
用
も
変
化
し
て
き
た

と
は
い
え
終
身
雇
用
的
な
色
合
い
は
強
い
。

し
た
が
っ
て
良
い
状
況
の
時
に
人
件
費
を

上
げ
た
り
、
雇
用
を
緩
や
か
に
す
れ
ば
、
悪

い
状
況
に
な
っ
た
と
き
に
賃
金
や
雇
用
を

守
れ
な
い
。
そ
し
て
、「
労
使
は
お
互
い
に

分
か
っ
て
い
る
」。

　

本
当
に
悪
い
状
態
に
な
っ
た
と
き
に
賃
金

や
雇
用
が
守
ら
れ
る
保
証
は
あ
る
の
か
。
こ

れ
は
フ
ル
タ
イ
ム
に
限
っ
た
こ
と
で
は
な
い

の
か
。

　

グ
ロ
ー
バ
ル
な
競
争
環
境
の
中
で
、
ホ
ワ

イ
ト
カ
ラ
ー
の
生
産
性
の
低
さ
が
日
本
の
生

産
性
の
低
さ
の
一
要
因
で
あ
る
と
い
う
よ
う

な
議
論
は
な
が
ら
く
続
い
て
い
る
。
こ
の
よ

う
な
状
況
下
で
は
、
例
え
ば
第
1
原
則
は
役

割
を
縮
小
し
て
い
る
よ
う
に
も
見
え
る
が
、

実
際
に
は
、
少
子
高
齢
化
の
進
行
や
労
働

力
不
足
、
働
き
方
改
革
の
み
な
ら
ず
、
今
後

急
速
に
展
開
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
A
I
、
ビ

ッ
グ
デ
ー
タ
、I
o
T
、
R
P
A
ほ
か
革
新

的
に
出
現
す
る
高
度
な
先
端
情
報
化
で
「
仕

事
が
な
く
な
る
」
と
い
わ
れ
る
中
で
の
業
務

改
革
に
際
し
て
不
可
欠
の
原
則
と
考
え
ら

れ
る
。
そ
の
実
現
の
た
め
に
は
各
企
業
の
実

情
に
即
し
た
第
２
原
則
が
堅
持
さ
れ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

　

ま
た
、
独
立
行
政
法
人
労
働
政
策
研
究
・

研
修
機
構
の
調
査
で
は
、
2
0
1
6
年
の

時
間
当
た
り
賃
金
（
購
買
力
平
価
換
算
）

は
、
日
本
を
1
0
0
と
す
る
と
、
ア
メ
リ
カ

が
1
2
9
、
イ
ギ
リ
ス
が
1
1
1
、
ド
イ
ツ

が
1
7
3
、フ
ラ
ン
ス
が
1
3
8
と
な
っ
て

お
り
、
日
本
は
各
国
の
水
準
を
下
回
っ
て
い

る
（『
デ
ー
タ
ブ
ッ
ク
国
際
労
働
比
較
2
 
0
 

1
8
』p.169

）。
第
３
原
則
に
は
こ
の
よ
う

な
状
況
を
変
え
る
役
割
も
あ
る
で
あ
ろ
う
。

　

本
来
の
課
題
は
「
生
産
性
を
ど
う
上
げ

る
か
」「
生
産
性
は
ど
う
す
れ
ば
高
ま
る
か
」

で
あ
ろ
う
が
、
そ
れ
ら
の
課
題
に
応
え
る
基

盤
と
し
て
、
い
ま
、
生
産
性
運
動
三
原
則
の

再
認
識
を
含
め
て
、
生
産
性
の
向
上
を
改

め
て
国
民
運
動
と
し
て
考
え
る
時
期
が
来

て
い
る
と
い
え
る
。

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

付加価値率 (%) 19.6 19.9 19.8 19.6 19.7 20.5 20.5

労働生産性（一人当たり：万円） 671 668 666 690 705 725 727

付加価値総計（億円） 2,719,175 2,751,343 2,723,402 2,763,090 2,847,624 2,936,828 2,987,974

付加価値対前年度増減率 (%) 3.3 1.2 △ 1.0 1.5 3.1 3.1 1.7

労働分配率 (%) 71.7  72.7  72.3  69.5  68.8  67.5  67.6 

資本分配率 (%) 14.4  14.2  14.7  17.6  18.7  19.2  19.7 

図表 5  付加価値指標の状況

出典：財務省法人企業統計調査により筆者集計。付加価値の構成項目のうち、賃借料と租税公課を除いて集計しているため、労働分配率
と資本分配率の合計は100％にはならない。
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